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(57)【要約】
【課題】　低温加熱乾燥条件又は自然乾燥条件下で塗膜を形成することができる電着塗料
組成物を提供すること。
【解決手段】　アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）、芳香族アルコール化合物を含む可塑剤（
Ｂ）、及び、アルキレンオキサイド部分及びビスフェノール部分を有するアミノポリエー
テル変性エポキシ樹脂（Ｃ）を含む電着塗料組成物であって、上記アミン変性エポキシ樹
脂（Ａ）は、数平均分子量が２，５００以上である、電着塗料組成物。
【選択図】　なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）、
芳香族アルコール化合物を含む可塑剤（Ｂ）、及び
アルキレンオキサイド部分及びビスフェノール部分を有するアミノポリエーテル変性エポ
キシ樹脂（Ｃ）、
を含む電着塗料組成物であって、
　前記アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）は、数平均分子量が２，５００以上である、
電着塗料組成物。
【請求項２】
　前記芳香族アルコール化合物は、沸点が２００～３００℃である、請求項１記載の電着
塗料組成物。
【請求項３】
　前記電着塗料組成物中の可塑剤（Ｂ）の含有量は、前記アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）
の樹脂固形分１００質量部に対して３０～６５質量部の範囲内であり、
　前記電着塗料組成物中のアルキレンオキサイド部分及びビスフェノール部分を有するア
ミノポリエーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ）の含有量は、前記アミン変性エポキシ樹脂（Ａ
）の樹脂固形分１００質量部に対して１～１５質量部の範囲内である、
請求項１又は２記載の電着塗料組成物。
【請求項４】
　前記電着塗料組成物中に含まれる前記可塑剤（Ｂ）及びアルキレンオキサイド部分及び
ビスフェノール部分を有するアミノポリエーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ）の質量比は、（
Ｂ）：（Ｃ）＝３：１～３０：１の範囲内である、
請求項１～３いずれかに記載の電着塗料組成物。
【請求項５】
　前記アルキレンオキサイド部分及びビスフェノール部分を有するアミノポリエーテル変
性エポキシ樹脂（Ｃ）は、ポリアルキレングリコールジグリシジルエーテル、多環式フェ
ノール化合物、ジカルボン酸化合物及びアミノポリエーテルを反応させて得られる樹脂で
ある、請求項１～４いずれかに記載の電着塗料組成物。
【請求項６】
　乾燥塗膜形成用である、請求項１～５いずれかに記載の電着塗料組成物。
【請求項７】
　前記電着塗料組成物を用いた所定条件下での電着塗装において、定電流値２５ｍＡで通
電した場合に、通電開始から３０秒以内に電圧値が２０Ｖを超える、
請求項１～６いずれかに記載の電着塗料組成物。
【請求項８】
　請求項１～７いずれかに記載の電着塗料組成物中に被塗物を浸漬して電圧を印加し、析
出塗膜を形成する、電着塗装工程、及び
　得られた析出塗膜を、２０～２４０℃で１０～１８０分間乾燥させて電着塗膜を得る、
乾燥工程、
を包含する、電着塗装方法。
【請求項９】
　前記被塗物が、建設機械、産業機械及び固定構造物の金属部品からなる群から選択され
る、請求項８記載の電着塗装方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電着塗料組成物及び電着塗装方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
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　電着塗装は、電着塗料組成物中に被塗物（基材）を浸漬させて電圧を印加することによ
り、被塗物の表面に塗膜を析出させる塗装方法である。この方法は、複雑な形状を有する
被塗物であっても細部にまで塗装を施すことができ、自動的かつ連続的に塗装することが
できるので、特に自動車車体等の大型で複雑な形状を有する被塗物の下塗り塗装方法とし
て広く実用化されている。電着塗装はさらに、被塗物に高い防食性を与えることができ、
被塗物の保護効果にも優れているという利点がある。電着塗料組成物はさらに、水性塗料
組成物であるため、溶剤型塗料組成物と比較して、環境に対する負荷が軽減されていると
いう利点もある。
【０００３】
　電着塗料組成物は一般に、熱硬化性樹脂バインダー水分散体及び顔料が水性媒体中に分
散された塗料組成物である。熱硬化性樹脂バインダー水分散体は、例えば、カチオン性樹
脂及びブロックイソシアネート硬化剤を含む。この硬化系は、電着塗装後の加熱により、
ブロックイソシアネートのブロック剤が脱離し、カチオン性樹脂と反応することによって
硬化反応が進行する。
【０００４】
　ところで、産業機械、建設機械及び固定構造物の金属部品等は、一般に大型であり、そ
して強い荷重に耐えうる必要があるため、自動車車体等と比較して構成基材（鋼板）の厚
みがあるという特徴がある。そのため、このような産業機械、建設機械が被塗物である場
合は、被塗物の熱容量が大きく、加熱炉中において被塗物に熱が十分に伝達しないという
問題がある。上記理由により、産業機械、建設機械及び固定構造物の金属部品等の塗装に
おいては、自動車車体の塗装において用いられる一般的な熱硬化型塗料組成物を用いるこ
とが困難となり、例えば１１０℃以下の被塗物温度で、必要とされる性能を満足する塗膜
を形成することができる塗料組成物が必要とされる。また、近年における省エネルギー化
及びＣＯ２排出量削減といった環境負荷低減に対するさらなる要請からも、塗膜形成のた
めの加熱硬化温度を低くすることが求められている。
【０００５】
　加熱硬化温度を低くするための手段の１つとして、例えば、ブロックイソシアネート硬
化剤のブロック剤の脱離温度を低く設計する手段が考えられる。しかしながら、ブロック
剤の脱離温度を低く設計すると、電着塗料組成物の貯蔵時にブロック剤の一部が脱離して
硬化反応が進行してしまい、貯蔵安定性が低下するおそれがある。
【０００６】
　例えば、国際公開番号ＷＯ２０１０／０３５６４１号明細書（特許文献１）には、低温
硬化性に優れる塗料組成物として、分子内に１つ以上の第１アミン基及び/又は第２アミ
ン基を有する水溶性又は水分散型のポリアミン樹脂（Ａ）と、分子内に１つ以上の（メタ
）アクリロイル基を有する化合物（Ｂ）とを含み、ポリアミン樹脂（Ａ）のアミン当量が
１００～３，０００であり、化合物（Ｂ）の２５℃における粘度が３，０００ｍＰａ・ｓ
以下である、水性塗料組成物が記載されている。この特許文献１に記載される水性塗料組
成物は、２液型水性塗料組成物である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】国際公開番号ＷＯ２０１０／０３５６４１号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は上記従来の課題を解決するものであり、その目的とするところは、低温加熱乾
燥条件又は自然乾燥条件下で塗膜を形成することができる電着塗料組成物を提供すること
にある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
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　上記課題を解決するため、本発明は下記態様を提供する。
［１］
　アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）、
芳香族アルコール化合物を含む可塑剤（Ｂ）、及び
アルキレンオキサイド部分及びビスフェノール部分を有するアミノポリエーテル変性エポ
キシ樹脂（Ｃ）、
を含む電着塗料組成物であって、
　上記アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）は、数平均分子量が２，５００以上である、
電着塗料組成物。
［２］
　上記芳香族アルコール化合物は、沸点が２００～３００℃である、電着塗料組成物。
［３］
　上記電着塗料組成物中の可塑剤（Ｂ）の含有量は、上記アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）
の樹脂固形分１００質量部に対して３０～６５質量部の範囲内であり、
　上記電着塗料組成物中のアルキレンオキサイド部分及びビスフェノール部分を有するア
ミノポリエーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ）の含有量は、上記アミン変性エポキシ樹脂（Ａ
）の樹脂固形分１００質量部に対して１～１５質量部の範囲内である、
電着塗料組成物。
［４］
　上記電着塗料組成物中に含まれる上記可塑剤（Ｂ）及びアルキレンオキサイド部分及び
ビスフェノール部分を有するアミノポリエーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ）の質量比は、（
Ｂ）：（Ｃ）＝３：１～３０：１の範囲内である、
電着塗料組成物。
［５］
　上記アルキレンオキサイド部分及びビスフェノール部分を有するアミノポリエーテル変
性エポキシ樹脂（Ｃ）は、ポリアルキレングリコールジグリシジルエーテル、多環式フェ
ノール化合物、ジカルボン酸化合物及びアミノポリエーテルを反応させて得られる樹脂で
ある、電着塗料組成物。
［６］
　乾燥塗膜形成用である、上記電着塗料組成物。
［７］
　上記電着塗料組成物を用いた所定条件下での電着塗装において、定電流値２５ｍＡで通
電した場合に、通電開始から３０秒以内に電圧値が２０Ｖを超える、
電着塗料組成物。
［８］
　上記電着塗料組成物中に被塗物を浸漬して電圧を印加し、析出塗膜を形成する、電着塗
装工程、及び
　得られた析出塗膜を、２０～２４０℃で１０～１８０分間乾燥させて電着塗膜を得る、
乾燥工程、
を包含する、電着塗装方法。
［９］
　上記被塗物が、建設機械、産業機械及び固定構造物の金属部品からなる群から選択され
る、電着塗装方法。
【発明の効果】
【００１０】
　上記電着塗料組成物は、アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）、芳香族アルコール化合物を含
む可塑剤（Ｂ）、及び、アルキレンオキサイド部分及びビスフェノール部分を有するアミ
ノポリエーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ）を含む。電着塗料組成物が上記成分を含むことに
よって、低温加熱乾燥条件又は自然乾燥条件下であっても、良好な防食性と耐湿性を有す
る電着塗膜を形成することが可能となった。
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【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本発明に至った経緯を説明する。本発明者らは、熱容量が大きい被塗物に対しても、電
着塗膜を設けることができる電着塗料組成物として、低温加熱乾燥条件又は自然乾燥条件
下であっても良好な塗膜物性（例えば耐湿性等）を有する電着塗膜を形成することができ
る電着塗料組成物の開発を試みた。
【００１２】
　低温加熱条件下でも電着塗膜を形成することを可能とする手段の１つとして、例えば、
ブロックイソシアネート硬化剤のブロック剤の脱離温度を低く設計する手段が考えられる
。しかしながら、ブロック剤の脱離温度を低く設計した電着塗料組成物では、塗料組成物
の状態でブロック剤の脱離が生じ、塗料凝集物が生じることがあることが判明した。また
、低温加熱条件下で加熱硬化を行ったところ、得られた電着塗膜の防食性の劣ることが判
明した。これは、低温加熱条件下においては、加熱硬化時に電着塗膜の粘度が十分に低下
せず、電着塗装時において水の電気分解により発生する水素ガスの通気跡が、析出塗膜内
に残存してしまうためと考えられる。
【００１３】
　低温加熱条件下でも電着塗膜を形成することを可能とする他の手段として、例えば、重
金属系の硬化触媒を用いる手段が考えられる。しかしながら、重金属系の硬化触媒は一般
に、環境に対して多大な負荷を与えるため、重金属系の材料を含まない電着塗料組成物の
開発が望まれている。
【００１４】
　本発明者らは、上記のような不具合を解消することを目的として実験及び開発を行った
。そして、電着塗料組成物にブロックイソシアネート硬化剤を含めないこと、電着塗料組
成物に含まれるアミン変性エポキシ樹脂として、特定範囲の数平均分子量を有するものを
用いること、そしてさらに、特定の可塑剤（Ｂ）及びアミノポリエーテル変性エポキシ樹
脂（Ｃ）を含めることによって、上記技術的課題を解決することができることを実験によ
り見いだし、本発明を完成するに至った。以下、上記電着塗料組成物について詳述する。
【００１５】
　本発明の電着塗料組成物は、アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）、芳香族アルコール化合物
を含む可塑剤（Ｂ）、及び、アルキレンオキサイド部分及びビスフェノール部分を有する
アミノポリエーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ）を含む。そして上記アミン変性エポキシ樹脂
（Ａ）は、数平均分子量が２，５００以上である。
【００１６】
アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）
　アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）は、代表的には、エポキシ樹脂をアミン化合物で変性す
ることにより得られる。アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）を構成するエポキシ樹脂は、ビス
フェノール骨格を有するエポキシ樹脂である。ビスフェノール骨格を有するエポキシ樹脂
は、剛直性が高く、樹脂そのものが優れた防食性を備えている。ビスフェノール骨格を有
するエポキシ樹脂は、代表的には、ビスフェノールＡとビスフェノールＡのジグリシジル
エーテルとが縮合した構造を有し、下記一般式（１）で表わされる。
【００１７】
【化１】
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　　　　　　　　　　　　　一般式（１）
　上記一般式（１）中、ｎは整数であり、ｎは８～２２であるのが好ましく、１０～２０
であるのがより好ましい。
【００１８】
　エポキシ樹脂におけるビスフェノール骨格が占める割合は、好ましくは９０質量％以上
である。このように剛直性の高いエポキシ樹脂を用いることで優れた防食性を得ることが
できる。
【００１９】
　ビスフェノール骨格を有するエポキシ樹脂としては、市販品をそのまま用いてもよいし
、上述のとおり、ビスフェノールＡとビスフェノールＡのジグリシジルエーテルと縮合さ
せて合成したものを用いてもよい。合成方法としては、任意の適切な方法が採用される。
具体例として、ビスフェノールＡに対してビスフェノールＡのジグリシジルエーテルを過
剰に配合し、メチルイソブチルケトン等の有機溶剤中で、ジメチルベンジルアミン等の有
機塩基を触媒として加熱することにより合成する方法が挙げられる。好ましくは、エポキ
シ当量を測定することにより反応追跡を行い、目的とする値になった時点で反応を終了さ
せる。アミン化合物による変性がメチルイソブチルケトン等の有機溶剤中で行われること
、固形エポキシ樹脂を有機溶剤に溶解させるのに手間がかかること等を考慮すると、エポ
キシ樹脂を合成することが好ましい。なお、上記電着塗料組成物は、必要に応じて、アミ
ン変性エポキシ樹脂（Ａ）の合成の際に用いられる有機溶剤を含んでもよいが、実質的に
含まないことが好ましい。
【００２０】
　アミン変性は、代表的には、原料となるエポキシ樹脂のエポキシ基に対して、活性水素
を有するアミン化合物を開環付加させることにより行われる。好ましくは、実質的に全部
のエポキシ基を変性させる。具体的には、エポキシ基の変性率は、好ましくは９０％以上
である。
【００２１】
　アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）の変性量は、好ましくは１～１０質量％であり、より好
ましくは３～８質量％である。変性量が上記範囲内であることによって、アミン変性エポ
キシ樹脂（Ａ）の水への分散又は溶解が良好となり、かつ、得られる塗膜の防食性や密着
性が向上するという効果がある。ここで、変性量とは、下記式より求めることができる。
なお、アミン化合物として後述のジケチミン化物を用いる場合、アミン化合物の量は、加
水分解後に樹脂中に生成するアミン化合物の量を指す。
変性量（％）＝［エポキシ樹脂の質量（ｇ）／（エポキシ樹脂の質量（ｇ）＋（アミン化
合物の質量（ｇ））］×１００
【００２２】
　アミン化合物としては、例えば、ブチルアミン、オクチルアミン、ジエチルアミン、ジ
ブチルアミン、メチルブチルアミン、モノエタノールアミン、ジエタノールアミン、Ｎ－
メチルエタノールアミン、アミノエチルエタノールアミンのケチミン化物、ジエチレント
リアミンのジケチミン化物等が挙げられる。これらは、単独で、又は、２種以上組み合わ
せて用いられる。アミン化合物として、ケチミン化物及びジケチミン化物のうち少なくと
も１種を用いるのが好ましい。ケチミン化物、ジケチミン化物を用いることにより、後述
の中和の際に、第１級アミノ基を生成させることができ、これにより得られる塗膜の密着
性等の塗膜物性を向上させることができる利点がある。
【００２３】
　アミン化合物による変性（開環付加）方法としては、任意の適切な方法が採用される。
例えば、有機溶剤に原料となるエポキシ樹脂を溶解させて、エポキシ樹脂が有するエポキ
シ基のほぼ当量のアミン化合物を添加し、その後、必要に応じて、加熱する方法が挙げら
れる。
【００２４】
　上記アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）は、数平均分子量が２，５００以上である。アミン
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変性エポキシ樹脂（Ａ）の数平均分子量は、２，５００～９，５００の範囲内であるのが
好ましく、３，５００～９，０００の範囲内であるのがより好ましく、５，０００を超え
て９，０００以下であるのがさらに好ましい。アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）の数平均分
子量が２，５００未満であると、得られる電着塗膜の耐湿性が低下するおそれがある。
【００２５】
　上記電着塗料組成物が上記アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）を含むことによって、電着塗
料組成物中に、硬化剤及び硬化触媒の両方が含まれない場合であっても、必要とされる塗
膜物性を有する電着塗膜を形成することが可能となる。
【００２６】
　なお本明細書において、数平均分子量は、ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（
ＧＰＣ）によるポリスチレン換算した値である。
【００２７】
　アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）は、好ましくは、そのアミノ基が中和酸により中和され
ている。これにより、アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）を水に良好に分散又は溶解させるこ
とができることとなる。
【００２８】
　中和酸として用いることができる酸化合物としては、例えば、塩酸、硝酸、リン酸等の
無機酸；ギ酸、酢酸、プロピオン酸、乳酸等のカルボン酸化合物、スルファミン酸等の有
機酸が挙げられる。これらは、単独で、又は、２種以上組み合わせて用いられる。これら
の中でも、好ましくは有機酸であり、特に好ましくはカルボン酸化合物である。得られる
電着塗料組成物の防食性（特に、常温で乾燥する場合）が、より優れ得るからである。カ
ルボン酸化合物の中でも、揮発性を考慮すると酢酸が好ましい。
【００２９】
　中和酸による中和率（アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）が有するアミノ基の当量に対する
酸当量）は、１０～８０％であるのが好ましく、１５～８０％であるのがより好ましい。
中和率が上記範囲であることによって、アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）の水への良好な分
散又は溶解を確保することができる。アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）が水に分散又は溶解
するか否かは、アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）の分子量及びアミノ基の量、変性に用いる
アミン化合物の種類、用いる中和酸の種類、中和酸の配合量（中和率）等を調整すること
により決定され得る。好ましくは、アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）は、水分散体とされる
。アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）が水分散体であることにより、得られる塗膜の防食性が
より優れ得る。
【００３０】
可塑剤（Ｂ）
　可塑剤（Ｂ）は、芳香族アルコール化合物を含む。芳香族アルコール化合物を含む可塑
剤（Ｂ）が電着塗料組成物中に含まれることによって、電着時の造膜性が向上する。これ
により、得られる塗膜において、上記アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）が有する防食性等の
性能を良好に発揮することが可能となり、高い防食性を備えた電着塗膜が得られる利点が
ある。上記可塑剤（Ｂ）は芳香族アルコール化合物であるのがより好ましい。
【００３１】
　可塑剤（Ｂ）に含まれる芳香族アルコール化合物は、沸点が２００～３００℃であるの
が好ましく、２００～２３０℃であるのがより好ましい。可塑剤（Ｂ）に含まれる芳香族
アルコール化合物の沸点が上記範囲内であること、そして、芳香族アルコール化合物は芳
香族環を有するため水溶解度が低く、そして上記アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）との親和
性が高いことによって、電着塗装時の塗膜析出時において可塑剤（Ｂ）の塗膜外への放出
が抑制される。これにより、可塑剤（Ｂ）が得られる電着塗膜内に有効量残存することと
なり、アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）に対して可塑性能を効果的に発揮することができる
。すなわち、電着塗膜析出時、及び加熱時に電着塗膜の粘度を効果的に低下させることが
でき、電着塗膜の粘度が十分に低下し、電着塗装時に水の電気分解により発生する水素ガ
スの通気跡が析出塗膜内に残存することを防ぐことができる。
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【００３２】
　可塑剤（Ｂ）に含まれる芳香族アルコール化合物は、下記一般式（２）で表される構造
を有するものがより好ましい。
【００３３】
【化２】

　　　一般式（２）
［一般式（２）中、Ｒは、ＣｐＨ２ｐ（ｐは１～３の整数である。以下同様。）、Ｏ（Ｃ

ｍＨ２ｍＯ）ｐ（ｍは２～５の整数である。以下同様。）又はＣＨ２Ｏ－（ＣｍＨ２ｍＯ
）ｑ（ｑは１又は２である。）であり、Ｘは、Ｈ又はＯＣＨ３である。］
【００３４】
　芳香族アルコール化合物の具体例としては、ベンジルアルコール（ＢｚＯＨ）、２－フ
ェニルエチルアルコール（２－Ｐｈ－ＥｔＯＨ）、３－フェニル－１－プロパノール（３
－Ｐｈ－１－ＰｒＯＨ）、４－メトキシベンジルアルコール（４－ＭｅＯ－ＢｚＯＨ）、
フェニルグリコール（ＰｈＧ）、ベンジルグリコール（ＢｚＧ）等が挙げられる。これら
のうち、ベンジルアルコールが好ましく用いられる。
【００３５】
　上記可塑剤（Ｂ）は、アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）に対して質量比で１０倍量混合し
た場合において、アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）を溶解するものであることが好ましい。
ここで、溶解とは、アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）と可塑剤（Ｂ）とを質量比１：１０で
混合した時に、濁り無く均一に混合し、透明な溶液が得られることを意味する。可塑剤（
Ｂ）が上記性能を有する場合は、アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）との親和性が高く、アミ
ン変性エポキシ樹脂（Ａ）を含む電着塗膜に対してより効果的に可塑性を付与することが
できる利点がある。
【００３６】
　上記電着塗料組成物中に含まれる可塑剤（Ｂ）の量は、上記アミン変性エポキシ樹脂（
Ａ）の樹脂固形分１００質量部に対して３０～６５質量部の範囲内であるのが好ましく、
３０～６０質量部の範囲内であるのがより好ましく、４０～６０質量部の範囲内であるの
がさらに好ましい。可塑剤（Ｂ）の量が上記範囲内であることによって、電着塗膜析出時
、及び加熱時に塗膜の粘度を効果的に下げることが可能となり、塗膜欠陥の修復性をより
高めることができる利点がある。
【００３７】
アルキレンオキサイド部分及びビスフェノール部分を有するアミノポリエーテル変性エポ
キシ樹脂（Ｃ）
　本発明のカチオン電着塗料組成物は、アルキレンオキサイド部分及びビスフェノール部
分を有するアミノポリエーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ）を含む。上記アミノポリエーテル
変性エポキシ樹脂（Ｃ）は、アミノポリエーテル及びポリアルキレングリコールジグリシ
ジルエーテルを反応させて得られる樹脂である。この樹脂（Ｃ）は、ポリアルキレングリ
コール骨格を含む。この骨格を有することによって、得られる塗膜に可撓性を付与するこ
とができる。またこの樹脂（Ｃ）は、アミノポリエーテルによって変性されていることに
よって、電着塗料組成物中に含まれるアミン変性エポキシ樹脂（Ａ）と同様の析出性を有
する。そのため、得られる電着塗膜において揮発成分として存在することなく、電着塗膜
において、可撓性を付与する樹脂成分として有効に機能することとなる。
【００３８】
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　上記アミノポリエーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ）の調製に用いられるアミノポリエーテ
ルとして、下記一般式（３）で示される化合物が挙げられる。
【化３】

　　　　　一般式（３）
［一般式（３）中、ｘは２以上の整数であり、Ｒは、水素、メチル基又はエチル基であり
、ｙ及びｚは、それぞれ独立して、２又は３である。］
【００３９】
　上記アミノポリエーテルは、上記の式で示されるように、第３級の窒素原子に、末端に
１級アミノ基を有するポリメチレン鎖が２つと、ポリアルキレングリコール鎖とが結合し
ている構造を有する。上記アミノポリエーテルは、ポリオキシアルキレンケチミンを加水
分解することによって調製することができる。ポリオキシアルキレンケチミンを加水分解
する方法は、例えば、特開平１－２４９７４８号公報に記載される公知の方法によって行
うことができる。
【００４０】
　上記ｘの値は、ポリアルキレングリコール鎖の繰り返し単位数を示すものであり、２～
２０の整数が好ましく、９～１１の整数がより好ましい。ポリアルキレングリコール鎖中
のＲは、メチル基であるのが好ましい。また、Ｒは通常同一であるが、２種以上であって
もよい。
　また、上記の式で、１級アミノ基に結合しているポリメチレン鎖の繰り返し単位数ｙ及
びｚとしては、それぞれ独立に２又は３であるが、ともに２であるのがより好ましい。
【００４１】
　上記アミノポリエーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ）の調製に用いられるポリアルキレング
リコールジグリシジルエーテルは、ポリアルキレングリコール骨格を有し、かつその両末
端にグリシジル基を有する化合物である。ポリアルキレングリコールジグリシジルエーテ
ルは、分子量が３００～７，０００であるのが好ましく、５００～１，０００であるのが
より好ましい。分子量が上記範囲内であることによって、得られる電着塗膜に十分な可撓
性を付与でき、また、得られる電着塗膜の上に設けられる塗膜との密着性が優れるという
利点がある。また、ポリアルキレングリコールジグリシジルエーテルは、エポキシ当量が
１５０～３，５００であるのが好ましい。なお、本明細書においてエポキシ当量は、ＪＩ
Ｓ　Ｋ　７２３６に準拠した方法（但し、樹脂を溶解する溶剤としてクロロホルムの代わ
りにメチルエチルケトンを使用）により、決定することができる。
【００４２】
　ポリアルキレングリコールジグリシジルエーテルとしては、ポリエチレングリコールジ
グリシジルエーテル、ポリプロピレングリコールジグリシジルエーテル、ポリイソプロピ
レングリコールジグリシジルエーテル、ポリブチレングリコールジグリシジルエーテル等
が挙げられる。これらのポリアルキレングリコールジグリシジルエーテルは、１種のみを
単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。
【００４３】
　ポリアルキレングリコールジグリシジルエーテルは、市販品を用いてもよい。市販品と
して、例えば、
共栄社化学社製エポライトシリーズ、例えば、エポライト２００Ｅ（ポリエチレングリコ
ール＃２００ジグリシジルエーテル、エポキシ当量１５０～１６３ｇ／ｅｑ）、エポライ
ト４００Ｅ（ポリエチレングリコール＃４００ジグリシジルエーテル、エポキシ当量１８
５～２１５ｇ／ｅｑ）、エポライト４００Ｐ（ポリプロピレングリコール＃４００ジグリ
シジルエーテル、エポキシ当量１９０～２１０ｇ／ｅｑ）等、
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ナガセケムテックス社製デナコールシリーズ、例えば、ＥＸ－８２１（ポリエチレングリ
コールジグリシジルエーテル、エポキシ当量１８５ｇ／ｅｑ）、ＥＸ－８３０（ポリエチ
レングリコールジグリシジルエーテル、エポキシ当量２６８ｇ／ｅｑ）、ＥＸ－８３２（
ポリエチレングリコールジグリシジルエーテル、エポキシ当量２８４ｇ／ｅｑ）、ＥＸ－
８４１（ポリエチレングリコールジグリシジルエーテル、エポキシ当量３７２ｇ／ｅｑ）
、ＥＸ－８６１（ポリエチレングリコールジグリシジルエーテル、エポキシ当量５５１ｇ
／ｅｑ）、ＥＸ－９４１（ポリプロピレングリコールジグリシジルエーテル、エポキシ当
量１７３ｇ／ｅｑ）、ＥＸ－９２０（ポリプロピレングリコールジグリシジルエーテル、
エポキシ当量１７６ｇ／ｅｑ）、ＥＸ－９３１（ポリプロピレングリコールジグリシジル
エーテル、エポキシ当量４７１ｇ／ｅｑ）等、
三洋化成工業社製ケミオールシリーズ、例えば、ケミオールＥＰ－４００Ｐ（ポリプロピ
レングリコールジグリシジルエーテル、エポキシ当量約３００ｇ／ｅｑ）、グリシエール
ＰＰ－３００Ｐ（ポリプロピレングリコールジグリシジルエーテル、エポキシ当量約２９
６ｇ／ｅｑ）等、
が挙げられる。
【００４４】
　上記アミノポリエーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ）の調製において、上記ポリアルキレン
グリコールジグリシジルエーテル及びアミノポリエーテルに加えて、必要に応じて、多環
式フェノール化合物及び／又はジカルボン酸化合物を用いてもよい。
【００４５】
　多環式フェノール化合物の具体例として、例えば、ビスフェノールＡ、ビスフェノール
Ｆ、ビスフェノールＳ、フェノールノボラック、クレゾールノボラック等が挙げられる。
多環式フェノール化合物としてビスフェノールＡを用いるのがより好ましい。多環式フェ
ノール化合物を用いる場合は、ポリアルキレングリコールジグリシジルエーテル １００
質量部に対して、１６～３８質量部の範囲で用いるのがより好ましい。
【００４６】
　ジカルボン酸化合物として、飽和又は不飽和炭化水素基含有ジカルボン酸を用いるのが
好ましい。飽和炭化水素基として炭素数５～２０のアルキル基が挙げられる。不飽和炭化
水素基として、炭素数５～２０のアルキニル基、アルカジイニル基、アルカトリイニル基
、アルケニル基、アルカジエニイル基、アルカトリエニイル基等が挙げられる。ジカルボ
ン酸化合物を用いる場合は、ポリアルキレングリコールジグリシジルエーテル １００質
量部に対して、３２質量部以下の範囲で用いるのが好ましく、０．０１～３２質量部の範
囲で用いるのがより好ましい。
【００４７】
　飽和又は不飽和炭化水素基含有ジカルボン酸は、例えばダイマー酸等の重合脂肪酸であ
ってもよい。ダイマー酸は、一般に乾性油又は半乾性油等から得られる不飽和脂肪酸の付
加反応によって製造される脂肪酸誘導体であり、脂肪酸の二量体を主成分としている。ダ
イマー酸の主な例は、Ｃ１８不飽和脂肪酸の付加によって得られるＣ３６二塩基酸等を主
成分とするものである。このダイマー酸の構造は、一般的には、単一ではなく、非環、単
環及び多環等の混合物である。また、市販のダイマー酸には、少量のモノマー酸、トリマ
ー酸等が含まれる場合もある。ダイマー酸の原料となる脂肪酸としては、トール油、大豆
油、ヤシ油、ひまし油、パーム油又は米ぬか油等の植物油系脂肪酸、及び牛脂系脂肪酸又
は豚脂系脂肪酸等の動物油系脂肪酸等が挙げられる。
【００４８】
　飽和又は不飽和炭化水素基含有ジカルボン酸の具体例として、例えば、アジピン酸、１
，１０－ドデカンジカルボン酸、市販のダイマー酸（例えば、ヘンケル社製バーサダイム
２１６、２２８等、築野食品工業社製ツノダイム２０５、３９５等）等が挙げられる。
【００４９】
　上記アミノポリエーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ）の調製は、ポリアルキレングリコール
ジグリシジルエーテルのエポキシ基に対して、アミノポリエーテルの第１級アミノ基を、
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当量比で１．０５～２．０の範囲となる量で反応させることによって、調製することがで
きる。この反応は、例えば室温～１５０℃で０．５～４８時間撹拌することによって行う
ことができる。なお反応温度及び反応時間は、反応スケール等に応じて適宜変更すること
ができる。
【００５０】
　上記アミノポリエーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ）の調製において、多環式フェノール化
合物及び／又はジカルボン酸化合物を用いる場合は、ポリアルキレングリコールジグリシ
ジルエーテルとアミノポリエーテルとを反応させる前に、ポリアルキレングリコールジグ
リシジルエーテルに対して、多環式フェノール化合物及び／又はジカルボン酸化合物を反
応させることができる。例えば、ポリアルキレングリコールジグリシジルエーテルと、多
環式フェノール化合物及び／又はジカルボン酸化合物とを、例えば８０～２００℃で、１
～２４時間反応させる方法等が挙げられる。こうして得られた反応物に対して、アミノポ
リエーテルを、反応物のエポキシ基に対して、アミノポリエーテルの第１級アミノ基を、
当量比で１．０５～２．０の範囲となる量で、上記と同様に反応させることによって、上
記アミノポリエーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ）を調製することができる。
【００５１】
　電着塗料組成物の調製においては、上記アミノポリエーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ）は
、中和酸を用いて中和した状態で用いるのが好ましい。具体的には、上記アミノポリエー
テル変性エポキシ樹脂（Ｃ）を、中和酸を含む水性媒体中に分散させて用いる態様が挙げ
られる。中和酸として、例えば、メタンスルホン酸、スルファミン酸、乳酸、ジメチロー
ルプロピオン酸、ギ酸、酢酸等の有機酸を用いることができる。
【００５２】
　なお本明細書において「塗膜形成樹脂の樹脂固形分」とは、電着塗装後の乾燥によって
塗膜を形成することとなる樹脂成分の固形分質量の総量を意味し、具体的には、アミン変
性エポキシ樹脂（Ａ）及びアミノポリエーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ）の固形分質量の総
量を意味する。
【００５３】
　電着塗料組成物中に含まれる上記アミノポリエーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ）の固形分
含有量は、上記アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）の樹脂固形分１００質量部に対して１～１
５質量部の範囲内であるのが好ましく、１～１０質量部の範囲内であるのがより好ましい
。上記アミノポリエーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ）の含有量が上記範囲内であることによ
って、得られる電着塗膜に十分な可撓性を付与でき、また、得られる電着塗膜の塗膜外観
（平滑性）及び防食性が向上するという利点がある。
【００５４】
　また、上記電着塗料組成物中に含まれる可塑剤（Ｂ）及びアミノポリエーテル変性エポ
キシ樹脂（Ｃ）固形分の質量比は、（Ｂ）：（Ｃ）＝３：１～３０：１の範囲内であるの
が好ましく、（Ｂ）：（Ｃ）＝４：１～１５：１の範囲内であるのがより好ましく、（Ｂ
）：（Ｃ）＝５：１～１２：１の範囲内であるのがさらに好ましい。可塑剤（Ｂ）及びア
ミノポリエーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ）固形分の質量比が上記範囲内であることによっ
て、得られる電着塗膜の塗膜外観（平滑性）及び防食性が向上し、さらに優れた耐湿性を
付与できるという利点がある。
【００５５】
　上記電着塗料組成物に含まれる、アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）、可塑剤（Ｂ）及びア
ミノポリエーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ）の総含有量は、２５～５０質量％であるのが好
ましく、３０～４５質量％であるのがより好ましい。上記総含有量が上記範囲内であるこ
とによって、良好な塗膜物性を有する電着塗膜を形成することができる利点がある。
【００５６】
他の成分
　上記電着塗料組成物は、水を主成分とした水性媒体を含む。水性媒体は、必要に応じて
、水に溶解する有機溶剤を含んでもよい。有機溶剤の具体例として、例えば、エチレング
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リコール、プロピレングリコール、エチレングリコールモノブチルエーテル、プロピレン
グリコールモノブチルエーテル、ジエチレングリコール、ジプロピレングリコール、ジエ
チレングリコールモノブチルエーテル等が挙げられる。ＶＯＣの使用をできるだけ少なく
する観点から、有機溶剤の量はできるだけ少ないことが好ましい。
【００５７】
　上記電着塗料組成物は、必要に応じて顔料を含んでもよい。顔料の具体例としては、酸
化チタン、黄色酸化鉄、赤色酸化鉄、カーボンブラック、フタロシアニンブルー、フタロ
シアニングリーン、アゾレッド、キナクリドンレッド、ベンズイミダゾロンイエロ等の着
色顔料；炭酸カルシウム、硫酸バリウム、カオリン、クレー、タルク等の体質顔料；リン
酸鉄、リン酸アルミニウム、リン酸カルシウム、トリポリリン酸アルミニウム、モリブデ
ン酸アルミニウム、モリブデン酸カルシウム及びリンモリブデン酸アルミニウム等の防錆
顔料等が挙げられる。
【００５８】
　これらの顔料は、顔料分散樹脂を用いて、予め高濃度で水性媒体中に分散させてペース
ト状（顔料分散ペースト）とし、これを電着塗料組成物中に加えるのが好ましい。上記顔
料分散樹脂としては特に限定されず、例えば、カチオン性又はノニオン性の低分子量界面
活性剤や４級アンモニウム基及び／又は３級スルホニウム基を有する変性エポキシ樹脂等
のようなカチオン性重合体等を使用することができる。これらの成分を混合した後、混合
物を顔料が所定の均一な粒径となるまで分散させて顔料分散ペーストを得る。分散には通
常分散装置を用いる。例えば、ボールミルやサンドグラインドミル等を用いる。顔料分散
ペーストに含まれる顔料の粒径は、１５μｍ以下であることが好ましい。
【００５９】
　電着塗料組成物の調製において顔料を用いる場合は、電着塗料組成物中の顔料濃度は、
電着塗料組成物の全固形分に対して２～５０質量％の範囲であることが好ましい。これに
より、良好な電着塗膜が得られるとともに、塗料の安定性が確保される。
【００６０】
　上記電着塗料組成物は、必要に応じて添加剤を含んでもよい。添加剤の具体例として、
分散剤、粘性調整剤、表面調整剤、消泡剤、造膜助剤、紫外線吸収剤、ｐＨ調整剤等が挙
げられる。
【００６１】
電着塗料組成物の調製
　上記電着塗料組成物は、アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）、可塑剤（Ｂ）、アミノポリエ
ーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ）、及び、必要に応じて用いられるその他成分（顔料、添加
剤等）をそれぞれ水性媒体中に所定量添加し分散させることにより製造することができる
。電着塗料組成物の具体的な製造方法として、例えば下記方法が挙げられる。
【００６２】
　まず、上記アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）及び必要に応じた有機溶剤を混合し、次いで
必要に応じた中和酸を混合する。得られた混合物を水性媒体に滴下して、若しくは、得ら
れた混合物に水性媒体を加えて分散又は溶解させて、水分散体を得る。そして有機溶剤を
留去する。次いで、可塑剤（Ｂ）、アミノポリエーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ）を混合す
ることにより、電着塗料組成物を調製することができる。
【００６３】
　他の製造例として、まず、上記アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）及び必要に応じた有機溶
剤を混合し、次いで、必要に応じた中和酸を混合する。得られた混合物を水性媒体に滴下
して、若しくは、得られた混合物に水性媒体を加えて分散又は溶解させて、水分散体を得
る。そして有機溶剤を留去する。別途、アミノポリエーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ）に必
要に応じた有機溶剤を混合し、次いで必要に応じた中和酸を混合する。得られた混合物を
水分散体に滴下して、若しくは、得られた混合物に水性媒体を加えて分散又は溶解させて
、水分散体を得る。アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）から得られた水分散体、アミノポリエ
ーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ）から得られた水分散体、及び可塑剤（Ｂ）を混合し、イオ
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ン交換水を混合することにより、電着塗料組成物を調製してもよい。
【００６４】
　さらに、他の製造例として、アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）及び必要に応じた有機溶剤
を混合し中和することにより水分散体を調製し、次いで、可塑剤（Ｂ）及びアミノポリエ
ーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ）を後添加してもよい。
　これらの製造例においては、可塑剤（Ｂ）は、アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）を製造す
る際の有機溶剤としての役割も果たすこととなる。これにより、電着塗料組成物の調製時
に用いる有機溶剤の量を抑制することができる。
　なお、電着塗料組成物の製造において、必要に応じて用いられるその他の成分は、任意
の適切なタイミングで加えることができる。
【００６５】
被塗物
　上記電着塗料組成物を塗装する被塗物としての基材は、導電性のあるものであれば特に
限定されない。例えば、金属（鉄、鋼、銅、アルミニウム、マグネシウム、スズ、亜鉛等
及びこれら金属を含む合金等）、鉄板、鋼板、アルミニウム板及びこれらに表面処理（例
えば、リン酸系、クロム酸系又はジルコニウム系の化成処理）を施したもの、並びにこれ
らの成型物等が用いられる。
【００６６】
　上記電着塗料組成物は、例えば、熱容量が大きく、加熱炉中において被塗物に熱が十分
に伝達しない金属基材等が被塗物である場合において、特に好適に用いることができる。
このような被塗物として、具体的には、建設機械（例えば、ブルドーザー、スクレイパー
、油圧ショベル、堀削機、運搬機械（トラック、トレーラー等）、クレーン・荷役機械、
基礎工事用機械（ディーゼルハンマー、油圧ハンマー等）、トンネル工事用機械（ボーリ
ングマシーン等）、ロードローラー等；一般工業用と呼ばれる弱電・重電機器、農業機械
、鋼製家具、工作機械及び大型車両等の産業機械；道路、鉄道又は橋りょうの建設に用い
られる金属部品、マンホールの蓋等の固定構造物の金属部品；そして熱容量が大きく加熱
しても昇温し難い金属被塗物等、が挙げられる。上記電着塗料組成物は、上記のような、
建設機械、産業機械及び固定構造物の金属部品からなる群から選択される被塗物の塗装に
好適に用いることができる。
【００６７】
電着塗装方法
　上記電着塗料組成物の電着塗装方法は、特に限定されず、従来公知のカチオン電着塗装
方法によって行うことができる。電着塗装方法は、具体的には、上記電着塗料組成物中に
被塗物を浸漬する工程と、被塗物を陰極として陽極との間に電圧を印加して、被塗物の表
面に塗膜を析出させる工程と、析出した塗膜を必要に応じて水洗した後、所定温度で焼付
けて塗膜を乾燥させる工程と、を含む。
【００６８】
　電着塗料組成物の浴温は、１０℃～４０℃であることが好ましく、１０℃～３０℃であ
ることがより好ましい。印加電圧は、５０Ｖ～４５０Ｖであることが好ましく、１００Ｖ
～４００Ｖであることがより好ましい。通電時間は、１秒～３００秒であることが好まし
く、３０秒～１８０秒であることがより好ましい。
【００６９】
　上記電着塗料組成物を用いた所定条件下での電着塗装において、定電流値２５ｍＡで通
電した場合に、通電開始から３０秒以内に電圧値が２０Ｖを超えるのが好ましい。なお、
電着塗装における所定条件は、以下の通りである。
　１）被塗物としてブリキ板（ＪＩＳ　Ｇ　３３０３に規定される電気メッキ鋼板（ＳＰ
ＴＥ））を用い、塗装面積を２５ｃｍ２とする。
　２）電着塗料組成物を含む電着浴に、上記被塗物を陰極として浸漬し、極比＋／－：１
／１、極間距離：１５ｃｍ、液温２８℃に調整する。
　３）電流値を２５ｍＡに、電圧値を通電開始後１秒で２００Ｖとなるように設定する。
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　４）上記条件で通電を開始し、電圧値が２０Ｖとなるまでの時間を測定する。
【００７０】
　電着塗料組成物中に被塗物を浸漬して通電を開始することによって、被塗物の表面上に
電着塗膜が析出する。電着塗膜の析出により、電流が徐々に流れにくくなるが、定電流値
２５ｍＡを保つために電圧値が徐々に上昇する。このような電着塗装条件下において、測
定電圧値が２０Ｖに達するまでの時間を測定する。
【００７１】
　上記条件下での電着塗装において、定電流値２５ｍＡで通電した場合に、通電開始から
３０秒以内に電圧値が２０Ｖを超える場合は、電着塗装における通電開始時において、析
出した塗膜の塗膜抵抗値が適度に上昇することを意味する。理論に拘束されるものではな
いが、通電開始時に塗膜抵抗値が適度に上昇することによって、析出した塗膜において適
度のジュール熱が発生し、析出塗膜のフローが生じると考えられる。そしてこれにより、
乾燥時において高温加熱を伴わない場合であっても、防食性に優れた塗膜を得ることがで
きると考えられる。
【００７２】
　表面上に析出塗膜を有する被塗物を、例えば２０～２４０℃、好ましくは４０～１８０
℃、より好ましくは５０～１６０℃、さらに好ましくは５０～１１０℃で乾燥させること
によって、塗膜を得ることができる。乾燥時間は、温度に応じて適宜選択することができ
る。乾燥時間は、例えば５～１８０分であってよく、１０～１８０分であるのが好ましく
、１０～１２０分間であるのがより好ましい。得られる電着塗膜の膜厚は、５～２５μｍ
であることが好ましい。
【００７３】
　こうして得られる電着塗膜の上に、必要に応じて、さらに塗膜を形成してもよい。電着
塗膜の上に形成することができる塗膜として、例えば、自動車塗装分野において形成され
る、中塗り塗膜、上塗りベース塗膜、クリヤー塗膜等が挙げられる。これらの塗膜は１種
のみを形成してもよく、２種又はそれ以上の塗膜を形成してもよい。
【００７４】
　上記電着塗料組成物は、分子量が比較的大きいアミン変性エポキシ樹脂（Ａ）を含む。
分子量が比較的大きいアミン変性エポキシ樹脂（Ａ）は、剛直性が高く、優れた防食性を
もたらす利点がある。その一方で、このようなアミン変性エポキシ樹脂（Ａ）は、ガラス
転移温度が高いことから塗膜の融着性が低く、塗膜欠陥（巣穴）を生じやすくなり、点錆
が発生する等、防食性が劣るという課題がある。上記電着塗料組成物においては、このよ
うなアミン変性エポキシ樹脂（Ａ）と併せて、芳香族アルコール化合物を含む可塑剤（Ｂ
）及びアミノポリエーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ）を含むことを特徴とする。上記電着塗
料組成物は、これらの特定の成分（Ｂ）及び（Ｃ）の両方を含むことによって、優れた防
食性が達成されることとなる。理論に拘束されるものではないが、上記電着塗料組成物に
より形成される電着塗膜は、剛直なビスフェノール骨格を多く含むアミン変性エポキシ樹
脂（Ａ）が成分（Ｂ）及び（Ｃ）を含んだ形で膜化した構造を有しているためと推定され
る。
【００７５】
　さらに、上記電着塗料組成物により形成される塗膜は、他の塗膜等との密着性に優れて
いるという利点がある。このため、上記電着塗料組成物を用いて複層塗膜を形成する場合
は、複層化に基づくさらなる防食性の向上だけでなく、電着塗膜以外の塗膜（例えば上塗
り塗膜等）が有する機能と防食性とを併せ持つ特性を発揮することができる。
【００７６】
　上記電着塗料組成物は水性塗料組成物であることから、環境に対する負荷が低減されて
いるという利点もある。上記電着塗料組成物はさらに、硬化剤を含める必要がないので、
硬化反応性に基づいた貯蔵安定性低下又は作業性悪化等の問題が発生しない。このように
、分子量の高いエポキシ樹脂そのものを塗膜形成成分に用いて、エポキシ樹脂の特性を最
大限に活かすことにより、防食塗料として充分な性能を有する電着塗料組成物を得ること
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ができる。また、このような電着塗料組成物を用いることにより、優れた防食性が得られ
、環境面にも優れた塗膜の形成方法を得ることができる。
【００７７】
　上記電着塗料組成物はさらに、低温加熱乾燥条件又は自然乾燥条件下において電着塗膜
を形成することができるため、熱容量が大きく加熱しても昇温し難い金属被塗物等、より
具体的には、建設機械、産業機械及び固定構造物の金属部品からなる群から選択される被
塗物等、の塗装に好適に用いることができる利点もある。
【実施例】
【００７８】
　以下の実施例により本発明をさらに具体的に説明するが、本発明はこれらに限定されな
い。実施例中、「部」及び「％」は、ことわりのない限り、質量基準による。
【００７９】
製造例１　顔料分散用樹脂の製造
　攪拌装置、冷却管、窒素導入管及び温度計を装備した反応容器に、トリレンジイソシア
ネート（ＴＤＩ）８７０．０質量部を入れ、メチルイソブチルケトン（ＭＩＢＫ）５１．
３質量部で希釈した。その後、これを４０℃に昇温した後、２－エチルヘキサノール　７
３４．５質量部を攪拌しながら、乾燥窒素雰囲気で２時間かけて滴下し、さらに、ＭＩＢ
Ｋ　５１．１質量部を混合し、２－エチルヘキサノールハーフブロック化ＴＤＩ（固形分
濃度：９４．０質量％）を得た。
　次に、攪拌機、冷却管、窒素導入管、温度計及び滴下漏斗を装備した別の反応容器にｊ
ＥＲ８２８Ｐ（三菱化学製、ビスフェノールＡのジグリシジルエーテル；エポキシ当量：
１９０）３８２．２質量部及びビスフェノールＡ　１１７．８質量部を仕込み、窒素雰囲
気下で、１５０℃で１時間反応させることにより、エポキシ当量７１０のビスフェノール
A型エポキシ樹脂を得た。得られたビスフェノールＡ型エポキシ樹脂を１４０℃まで冷却
した後、先に調製した２－エチルヘキサノールハーフブロック化ＴＤＩ　１９６．３質量
部を加え、１４０℃で１時間加熱保持した。ここに、ジプロピレングリコールモノブチル
エーテル（ＤＰｎＢ）２１５．４質量部を加えた後、反応溶液を１００℃に冷却し、ＳＨ
Ｐ－１００（１－（２－ヒドロキシエチルチオ）－２－プロパノール、三洋化成社製）２
７２．０質量部（固形分１３６．０質量部）、ジメチロールプロピオン酸１３４．０質量
部及びイオン交換水１４４．０質量部を加え、７０～７５℃で酸価３．０以下になるまで
反応させ、スルホニウム基変性エポキシ樹脂を得た。これをイオン交換水１６２８．３質
量部で希釈し、スルホニウム基含有顔料分散用樹脂（固形分濃度：３０質量％）を得た。
【００８０】
製造例２　顔料分散ペーストの製造
　イオン交換水０．８質量部、上記顔料分散用樹脂５２．８質量部、ブチルセロソルブ０
．８質量部、カーボンブラック（ＢＬＡＣＫ　ＰＥＡＲＬＳ　２８０、キャボット・スペ
シャルティ・ケミカルズ社製）２．８質量部、体質顔料（Ｓａｔｉｎｔｏｎｅ　５ＨＢ、
ＢＡＳＦ社製）４．２質量部、沈降性硫酸バリウム（バリエースＢ－３４、堺化学工業社
製）２０．３質量部及び防錆顔料（ＬＦボウセイＰＭ－３０３Ｗ、キクチカラー社製）０
．８質量部を混合し、ディスパーで３０分間攪拌し、ビーズとともにミルで３０分間分散
することによって、顔料分散ペーストを製造した。
【００８１】
製造例３－１　アミン変性エポキシ樹脂（Ａ－１）の製造
　攪拌装置、冷却管、窒素導入管及び温度計を装備した反応容器に、ＤＥＲ－３３１Ｊ（
ダウケミカル社製、ビスフェノールＡのジグリシジルエーテル）１９８質量部及びビスフ
ェノールＡ　１０８質量部を入れ、ＤＰｎＢ　４５．７質量部及びＭＩＢＫ　５６．５質
量部に溶解した。ここに、ジメチルベンジルアミン０．８質量部を加えて、エポキシ当量
が４，０００になるまで１２０℃で反応を続け、原料となるビスフェノール骨格を有する
エポキシ樹脂を得た。
　反応終了後、ＤＰｎＢ　６２．５質量部及びケチミン３４．９質量部を加え、１２０℃
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で１時間反応させて、ビスフェノール骨格を有するアミン変性エポキシ樹脂（Ａ－１）を
得た。
　得られたアミン変性エポキシ樹脂の数平均分子量は６，０００であった。
　得られたアミン変性エポキシ樹脂（Ａ－１）を、９０％酢酸５．２質量部及びイオン交
換水４８２．５質量部の混合液に加えて十分に攪拌した後、さらに、減圧下５０℃でＭＩ
ＢＫと水の混合物１６３．３質量部を留去して、アミン変性エポキシ樹脂（Ａ－１）の水
分散体（固形分濃度：３８質量％）を得た。
【００８２】
製造例３－２　アミン変性エポキシ樹脂（Ａ－２）の製造
　攪拌装置、冷却管、窒素導入管及び温度計を装備した反応容器に、ＤＥＲ－３３１Ｊ（
ダウケミカル社製、ビスフェノールＡのジグリシジルエーテル）１４３．８質量部及びビ
スフェノールＡ　８１．５質量部を入れ、ＤＰｎＢ　３３．５質量部及びＭＩＢＫ　４１
．５質量部に溶解した。ここに、ジメチルベンジルアミン０．４質量部を加えて、エポキ
シ当量が５，０００になるまで１２０℃で反応を続け、原料となるビスフェノール骨格を
有するエポキシ樹脂を得た。
　反応終了後、ＤＰｎＢ　３０．６質量部及びケチミン１７．１質量部を加え、１２０℃
で１時間反応させて、ビスフェノール骨格を有するアミン変性エポキシ樹脂（Ａ－２）を
得た。
　得られたアミン変性エポキシ樹脂の数平均分子量は９，０００であった。
　得られたアミン変性エポキシ樹脂（Ａ－２）を、９０％酢酸２．５質量部及びイオン交
換水３５６．６質量部の混合液に加えて十分に攪拌した後、さらに、減圧下５０℃でＭＩ
ＢＫと水の混合物１０６質量部を留去して、アミン変性エポキシ樹脂（Ａ－２）の水分散
体（固形分濃度：３８質量％）を得た。
【００８３】
製造例３－３　アミン変性エポキシ樹脂（ａ－１）の製造
　ＤＥＲ－３３１Ｊ（ダウケミカル社製、ビスフェノールＡのジグリシジルエーテル）１
８７．２質量部及びビスフェノールＡ ８４．８質量部を、ＭＩＢＫ　４８．０質量部に
溶解した。ここに、ジメチルベンジルアミン０．３質量部を加えて、エポキシ当量が１，
２７０になるまで反応を続け、原料となるビスフェノール骨格を有するエポキシ樹脂を得
た。
　反応終了後、ＢＡ－Ｐ８グリコール（日本乳化剤社製、２，２‐ビス（４－ポリオキシ
プロピレンオキシフェニル）プロパン）３４．４質量部及びケチミン８７．９質量部を加
え、１２０℃で１時間反応させて、ビスフェノール骨格を有するアミン変性エポキシ樹脂
（ａ－１）を得た。
　得られたアミン変性エポキシ樹脂の数平均分子量は２，０００であった。
　得られたアミン変性エポキシ樹脂（ａ－１）を、９０％酢酸７．１質量部及びイオン交
換水１２３．６質量部の混合液に加え十分に攪拌した後、さらにイオン交換水３８２．５
質量部をゆっくりと加え、アミン変性エポキシ樹脂（ａ－１）を含むエマルションを得た
。さらに減圧下５０℃でＭＩＢＫと水の混合物１６３質量部を留去して、アミン変性エポ
キシ樹脂（ａ－１）の水分散体（固形分濃度：３８質量％）を得た。
【００８４】
製造例４－１　アルキレンオキサイド部分及びビスフェノール部分を有するアミノポリエ
ーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ－１）の製造
　攪拌機、温度計、還流冷却管、窒素導入管を装備した反応容器に、ケミオールＥＰ－４
００Ｐ（三洋化成工業社製、ポリプロピレングリコールジグリシジルエーテル；エポキシ
当量：約３００）１８１．０質量部とビスフェノールＡ　４３．１質量部とを加え、これ
らを攪拌しながら１４０℃まで昇温した。その後、ベンジルジメチルアミン０．６質量部
を添加し、１７５℃で４時間保温して、エポキシ当量１，０００のポリエポキシドを得た
。ついでバーサダイム２１６（ヘンケル社製、ダイマー酸；酸価：１９２）３２．７質量
部とベンジルジメチルアミン０．１質量部とを加え、１６０℃で固形分酸価が０．５以下
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になるまで反応させ、数平均分子量が４，６００で、エポキシ当量が２，３００であるポ
リグリシジルエーテルを得た。次に、この化合物に、ＡＰ－４０（三洋化成工業社製、ジ
エチレントリアミン・プロピレンオキサイド付加物；アミン価：７５ｍｇＫＯＨ／ｇ）１
５４．２質量部を添加し８０℃で４時間保温し、数平均分子量が３０，０００のアミノポ
リエーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ－１）を得た。
　得られたアミノポリエーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ－１）に、さらに、５０％酢酸２０
質量部及びイオン交換水３４５．８質量部の混合液に加え十分に攪拌した後、さらにイオ
ン交換水２６０質量部をゆっくりと加え、アミノポリエーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ－１
）を含む水分散体（アミン価：２７ｍｇＫＯＨ／ｇ、酸価：１５ｍｇＫＯＨ／ｇ、固形分
濃度：３３．５質量％）を得た。
【００８５】
　なお、アミン価及び酸価は、いずれも固形分アミン価、固形分酸価を表し、それぞれＪ
ＩＳ　Ｋ　７２３７、ＪＩＳ　Ｋ　００７０の規定に準拠して測定した。
【００８６】
製造例４－２　アルキレンオキサイド部分及びビスフェノール部分を有するアミノポリエ
ーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ－２）の製造
　攪拌機、温度計、還流冷却管、窒素導入管を装備した反応容器に、ケミオールＥＰ－４
００Ｐ　１８１．０質量部とビスフェノールＡ　４３．１質量部とを加え、これらを攪拌
しながら１４０℃まで昇温した。その後、ベンジルジメチルアミン０．６質量部を添加し
、１７５℃で４時間保温して、エポキシ当量１，０００のポリエポキシドを得た。ついで
バーサダイム２１６　３２．７質量部とベンジルジメチルアミン０．１質量部とを加え、
１６０℃で固形分酸価が０．５以下になるまで反応させ、数平均分子量が４，６００で、
エポキシ当量が２，３００であるポリグリシジルエーテルを得た。次に、この化合物に、
ＡＰ－１０（三洋化成工業社製、ジエチレントリアミン・プロピレンオキサイド付加物；
アミン価：２５０ｍｇＫＯＨ／ｇ）５１．９質量部を添加し８０℃で４時間保温し、数平
均分子量が１６，０００のアミノポリエーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ－２）を得た。
　得られたアミノポリエーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ－２）に、さらに、５０％酢酸１５
質量部及びイオン交換水２５９．３質量部の混合液に加え十分に攪拌した後、さらにイオ
ン交換水１９５．８質量部をゆっくりと加え、アミノポリエーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ
－２）を含む水分散体（アミン価：４０ｍｇＫＯＨ／ｇ、酸価：２２ｍｇＫＯＨ／ｇ、固
形分濃度：３３．５質量％）を得た。
【００８７】
実施例１　電着塗料組成物の調製
　上記アミン変性エポキシ樹脂（Ａ－１）の水分散体３８２．８質量部と、純水４６２．
４質量部、酢酸１．９質量部、可塑剤（Ｂ－１）であるベンジルアルコール７４．４質量
部、上記アミノポリエーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ－１）２２．９質量部、及び先の製造
例で得られた顔料ペースト１１５５．６質量部とを混合し、ディスパーで１０分間攪拌す
ることによって、電着塗料組成物を得た。
【００８８】
実施例２～１２及び比較例１～９
　各成分（Ａ）～（Ｃ）の種類及び／又は量を、下記表に記載のものに変更したこと以外
は、実施例１と同様にして、電着塗料組成物を調製した。
【００８９】
比較例１０
　比較例１０の電着塗料組成物は、ブロックイソシアネート硬化剤を含む電着塗料組成物
である。以下の手順に従い調製した。
　製造例３－２の手順と同様にして、アミン変性エポキシ樹脂（Ａ－２）の水分散体を得
た。得られたアミン変性エポキシ樹脂（Ａ－２）の水分散体と、ブロックイソシアネート
硬化剤としてデュラネートＷＭ４４－Ｌ７０Ｇ（旭化成社製）とを、固形分質量比が８０
／２０で均一になるように混合し、脱イオン水で希釈することで、アミン変性エポキシ樹
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脂（Ａ－２）及びブロックイソシアネート硬化剤を含む水分散体（固形分濃度：３８％）
を得た。
【００９０】
　上記水分散体２７７質量部、イオン交換水６１７質量部、及び先の製造例で得られた顔
料分散ペースト１０６質量部を混合し、ディスパーで１０分間攪拌することによって、電
着塗料組成物を得た。
【００９１】
　上記実施例及び比較例で調製した電着塗料組成物を用いて、以下に示す評価を行った。
評価結果を下記表に示す。
【００９２】
電着塗膜（試験片）の調製
　被塗物である冷延鋼板（ＪＩＳ　Ｇ　３１４１，ＳＰＣＣ－ＳＤ）を、サーフクリーナ
ーＥＣ９０（日本ペイント・サーフケミカルズ社製）中に５０℃で２分間浸漬して、脱脂
処理した。次にサーフファインＧＬ１（日本ペイント・サーフケミカルズ社製）で表面調
整し、次いでリン酸亜鉛化成処理液であるサーフダインＳＤ－５０００（日本ペイント・
サーフケミカルズ社製、リン酸亜鉛化成処理液）中に４０℃で２分間浸漬して、リン酸亜
鉛化成処理した。その後、脱イオン水による水洗を行った。
　上記で得られた電着塗料組成物を含む液温３０℃の電着浴に、被塗物を全て埋没させた
後、直ちに電圧の印加を開始し、３０秒間昇圧し８０Ｖに達してから１５０秒間保持する
条件で電圧を印加して、被塗物上に析出塗膜を形成した。得られた析出塗膜を、１１０℃
で２５分間加熱し乾燥させて、膜厚１８μｍの電着塗膜を有する電着塗装板を得た。
なお、実施例１０においては、得られた析出塗膜を、８０℃で２０分間加熱し乾燥させて
、電着塗膜を有する電着塗装板を得た。
【００９３】
電着塗膜外観評価
　上記より得られた電着塗膜の外観を目視にて観察し、以下の基準により評価した。
○：均一な塗膜面である
△：塗膜面の一部に（半面以下）、明らかな不均一なムラが見られる
×：塗膜面の全面に、明らかな不均一なムラが見られる
【００９４】
密着性（碁盤目試験）
　実施例及び比較例で得られた試験片の塗膜に、カッターにより１ｍｍの間隔で縦横１１
本ずつの切れ目を入れ、その上にセロハンテープ（登録商標）（ニチバン社製）を貼付し
てはがし、１００個のマス目のうち、残存したマス目の数をカウントした（碁盤目試験）
。なお、１００／１００は、塗膜のはく離面積が０％である場合を示し、例えば、９０／
１００は、塗膜のはく離面積が１０％である場合を示し、５０／１００は、塗膜のはく離
面積が５０％である場合を示す。
○：塗膜のはく離面積が５％未満であった
△：塗膜のはく離面積が５％以上５０％未満であった
×：塗膜のはく離面積が５０％以上であった
【００９５】
耐衝撃性（耐重り落下性）
　実施例及び比較例で得られた試験片（塗装板）について、ＪＩＳ　Ｋ　５６００－５－
３（耐おもり落下性試験）に準じて、耐おもり落下性を評価した。
　デュポン式衝撃試験器（撃ち型１／２ｉｎｃｈ；上島製作所社製）を使用し、５００ｇ
の重りを一定の高さから落下させ、割れの発生した高さを測定し、耐衝撃性（耐重り落下
性）を評価した。
○：重りを５０ｃｍ以上の高さから落下させても、割れ、ひび、ハガレ等が発生しない
×：重りを５０ｃｍ未満の高さから落下させて、割れ、ひび、ハガレ等が発生する
【００９６】
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耐湿性
　実施例及び比較例で得られた試験片を耐湿試験機（ＳＨ―２６２番手：ＥＳＰＥＣ社製
）にセットし、４８時間経過後の外観を、下記基準に従い目視評価した。
○：錆、ふくれ、白化等は生じていない
△：錆、ふくれ、白化等がわずかに生じている
×：錆、ふくれ、白化等が大きく生じている
【００９７】
防食性（耐塩水噴霧性）
　各試験片に、基材に達するようにカッターナイフで長さ１０ｃｍのクロスカット傷を入
れ、ＪＩＳ　Ｋ　５６００－７－１（ＪＩＳ　Ｚ　２３７１）記載の耐中性塩水噴霧性試
験法に従い、塩水噴霧試験機ＳＴ－１１Ｌ（スガ試験機社製）で７２０時間、塩水噴霧試
験（ＳＳＴ）を行った。試験終了後、下記基準に従い、外観を目視評価した。クロスカッ
ト部片側からの錆発生部部分の幅、フクレ発生部分の幅が３ｍｍ以内であれば合格と評価
した。
○：フクレ発生部分の幅が３ｍｍ以内である
△：フクレ発生部分の幅が３ｍｍを超えて１０ｍｍ以内である
×：フクレ発生部分の幅が１０ｍｍを超える
【００９８】
電着塗装時、定電流値２５ｍＡで通電した場合において、電圧値が２０Ｖを超えるまでに
要する時間の測定
　被塗物として、ブリキ板（ＪＩＳ　Ｇ　３３０３に規定される電気メッキ鋼板（ＳＰＴ
Ｅ））を用い、実施例及び比較例で得られた電着塗料組成物を含む液温２８℃の電着浴に
、上記被塗物を陰極として浸漬した。電流値を２５ｍＡ、電圧値を通電開始後１秒で２０
０Ｖとなるように設定し、通電開始後、印加電圧値が２０Ｖに達するに要する時間を測定
した。なお、電着塗装条件は次のとおりである。
塗装面積：２５ｃｍ２、極比＋／－：１／１、極間距離：１５ｃｍ、電流値設定：２５ｍ
Ａ。
【００９９】
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【表１】

【０１００】
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【表２】

【０１０１】
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　表中の各成分名は以下の通りである。
可塑剤（Ｂ－１）：ベンジルアルコール、沸点２０５℃
可塑剤（Ｂ－２）：４－メトキシベンジルアルコール、沸点２５９℃
可塑剤（ｂ－１）：２－エチルヘキシルセロソルブ（エチレングリコールモノエチルヘキ
シルエーテル）、沸点２２８℃
可塑剤（ｂ－２）：ニューポールＹＧ－１（ポリオキシプロピレンアルキルフェニルエー
テル）、三洋化成工業社製
可塑剤（ｂ－３）：ブチルセロソルブ（エチレングリコールモノブチルエーテル）、沸点
１７１℃
（ｃ－１）：ニューポールＢＰＥ－６０（ポリオキシエチレンビスフェノールＡエーテル
（ｎ≒６））、三洋化成工業社製
【０１０２】
実施例１３
　実施例１より得られた電着塗料組成物を用いて、上記電着塗膜（試験片）の調製と同様
の手順で、被塗物上に析出塗膜を形成した。得られた析出塗膜を、８０℃で３０分間加熱
し乾燥させて、膜厚１８μｍの電着塗膜を有する電着塗装板を得た。
　得られた電着塗膜について、塗膜外観、密着性、防食性の評価を上記と同様に行ったと
ころ、いずれも良好であることが確認された。
【０１０３】
　実施例の電着塗料組成物は、いずれも、塗膜外観、密着性、耐湿性等が良好な電着塗膜
を形成することができた。
　比較例１、２は、アミノポリエーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ）の代わりに、ポリエーテ
ル変性エポキシ樹脂（ポリオキシエチレンビスフェノールＡエーテル）を用いた例である
。これらの比較例の電着塗膜はいずれも、防食性が劣ることが確認された。
　比較例３～５は、芳香族アルコールを含まない可塑剤を用いた例である。これらの比較
例の電着塗膜はいずれも、防食性が劣ることが確認された。
　比較例６～８は、アミノポリエーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ－１）の代わりに、数平均
分子量２０００のアミン変性エポキシ樹脂を用いた例である。これらの比較例はいずれも
、耐湿性が劣ることが確認された。
　比較例９は、数平均分子量が２，５００未満であるアミン変性エポキシ樹脂を用いた例
である。この比較例の電着塗膜は、耐湿性が劣り、密着性が劣ることが確認された。
　比較例１０は、成分（Ｂ）、（Ｃ）を含んでおらず、アミン変性エポキシ樹脂の数平均
分子量が２，５００未満であり、そして、ブロックイソシアネート硬化剤を含む、低温硬
化型電着塗料組成物の例である。この比較例１０の電着塗膜は、耐湿性及び防食性に劣る
ことが確認された。
【産業上の利用可能性】
【０１０４】
　上記電着塗料組成物は、低温加熱乾燥条件又は自然乾燥条件下であっても、良好な耐湿
性を有する電着塗膜を形成することができるため、産業機械、建設機械及び固定構造物の
金属部品等のように、熱容量が大きい被塗物の塗装に好適に用いることができる利点があ
る。
【手続補正書】
【提出日】平成30年6月22日(2018.6.22)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
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　アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）、
芳香族アルコール化合物（Ｂ）、及び
アルキレンオキサイド部分及びビスフェノール部分を有するアミノポリエーテル変性エポ
キシ樹脂（Ｃ）、
を含む電着塗料組成物であって、
　前記電着塗料組成物中の芳香族アルコール化合物（Ｂ）の含有量は、前記アミン変性エ
ポキシ樹脂（Ａ）の樹脂固形分１００質量部に対して３０～６５質量部の範囲内であり、
　前記電着塗料組成物中に含まれる前記芳香族アルコール化合物（Ｂ）及びアルキレンオ
キサイド部分及びビスフェノール部分を有するアミノポリエーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ
）の質量比は、（Ｂ）：（Ｃ）＝３：１～３０：１の範囲内であり、及び
　前記アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）は、数平均分子量が２，５００以上であり、
　前記アミン変性エポキシ樹脂（Ａ）は、ポリアルキレングリコール骨格を有しないこと
を条件とする、
電着塗料組成物。
【請求項２】
　前記芳香族アルコール化合物（Ｂ）は、沸点が２００～３００℃である、請求項１記載
の電着塗料組成物。
【請求項３】
　前記電着塗料組成物中のアルキレンオキサイド部分及びビスフェノール部分を有するア
ミノポリエーテル変性エポキシ樹脂（Ｃ）の含有量は、前記アミン変性エポキシ樹脂（Ａ
）の樹脂固形分１００質量部に対して１～１５質量部の範囲内である、
請求項１又は２記載の電着塗料組成物。
【請求項４】
　前記アルキレンオキサイド部分及びビスフェノール部分を有するアミノポリエーテル変
性エポキシ樹脂（Ｃ）は、ポリアルキレングリコールジグリシジルエーテル、多環式フェ
ノール化合物、ジカルボン酸化合物及びアミノポリエーテルを反応させて得られる樹脂で
ある、請求項１～３いずれかに記載の電着塗料組成物。
【請求項５】
　乾燥塗膜形成用である、請求項１～４いずれかに記載の電着塗料組成物。
【請求項６】
　前記電着塗料組成物を用いた所定条件下での電着塗装において、定電流値２５ｍＡで通
電した場合に、通電開始から３０秒以内に電圧値が２０Ｖを超える、
請求項１～５いずれかに記載の電着塗料組成物。
【請求項７】
　請求項１～６いずれかに記載の電着塗料組成物中に被塗物を浸漬して電圧を印加し、析
出塗膜を形成する、電着塗装工程、及び
　得られた析出塗膜を、２０～２４０℃で１０～１８０分間乾燥させて電着塗膜を得る、
乾燥工程、
を包含する、電着塗装方法。
【請求項８】
　前記被塗物が、建設機械、産業機械及び固定構造物の金属部品からなる群から選択され
る、請求項７記載の電着塗装方法。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００８８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００８８】
実施例２～１２、参考例１、２、及び比較例１～９
　各成分（Ａ）～（Ｃ）の種類及び／又は量を、下記表に記載のものに変更したこと以外
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は、実施例１と同様にして、電着塗料組成物を調製した。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００９９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００９９】
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【表１】
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